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契約者および被保険者の皆様へ

個人情報の取扱いに関する事項

保険契約にお申込みいただいた方（CO･OP共済の契約者）
以外に保障を受けられる方（被保険者）がいらっしゃる場合
には、その方にもここに記載されたことがらをお伝えください。
（注）被保険者の範囲は、P.3 をご参照ください。

●情報の取扱いについて
この保険のご加入にあたり、コープ共済連にご提供いただ
いた個人情報につきましては、この保険の引受幹事保険会社
である共栄火災海上保険株式会社に提供されます。

●引受保険会社における情報の取扱いについて
（１）情報の利用目的について

引受保険会社は、コープ共済連から提供された情報につ
きまして、保険制度の健全な運営とサービスの提供等のた
め、次の目的の達成に必要な範囲内において利用いたします。
①�保険契約の引受、保険金の支払その他の保険契約の履
行および付帯サービスの提供
②�保険事故の調査（医療機関・当事者等の関係先に対す
る照会等を含みます。）
③�引受保険会社、引受保険会社のグループ会社およびこ
れらの提携先企業の保険商品・各種サービスの案内・
提供

（２）情報の第三者提供について
引受保険会社は、コープ共済連から提供された情報につ
きまして、保険制度の健全な運営のため、個人情報の保護
に関する法律、その他の法令等に規定されている場合のほ
か、次の場合について第三者に提供します。
①�本保険契約に関し、上記（１）情報の利用目的の範囲
内において、業務委託先（保険代理店を含みます。）、
医師、面接士、調査会社、他の保険会社、金融機関等
に対して提供する場合
②�保険契約の適正な引受、保険金の適正な支払および不
適切な保険金の請求等を防止するため、損害保険会社
等の間において、保険契約、保険事故、保険金請求ま
たは保険金支払等に関する情報を交換する場合
③�再保険契約の締結または再保険金の受領等のため、再
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保険取引先に対して再保険契約上必要な情報を提供す
る場合

（３）共同利用について
引受保険会社は、コープ共済連から提供された情報につ
きまして、次の場合に共同利用します。
①�保険契約の適正な引受、保険金の適正な支払および不
適切な保険金の請求等を防止するため、保険契約に関
する情報を一般社団法人日本損害保険協会に登録のう
え、損害保険会社等の間において共同利用する場合
②�引受保険会社、引受保険会社のグループ会社およびこ
れらの提携先企業との間で商品・サービスの提供・案
内のために個人情報を共同して利用する場合

（注）�引受保険会社のグループ会社およびこれらの提携先
企業につきましては、引受保険会社のホームページ
をご参照ください。なお、個人情報全般に関する詳
細内容は、引受幹事保険会社のホームページをご覧
ください。
共栄火災海上保険株式会社のホームページ
�https://www.kyoeikasai.co.jp/contents/
privacy.html

１．個人賠償責任保険の商品のしくみおよび引受条件等
この保険は、コープ共済連が団体保険契約者となり、損害
保険の個人賠償責任保険（「賠償責任保険普通保険約款」に「個
人特別約款」ならびに「臨時費用補償及び賠償事故解決特約」
および「受託物補償特約」を付帯したもの）を提供するもの
です（CO･OP共済ではありません）。
CO･OP共済《たすけあい》、《あいぷらす》プラチナ 85、ゴー
ルド 85、ゴールド 80、CO･OP 学生総合共済の契約（以下
「CO･OP共済の契約」といいます。）に追加して加入できます。
なお、個人賠償責任保険単独でのご加入はできません。
※�個人賠償責任保険の賠償責任保険普通保険約款については
以下のURL よりご確認いただけます。
�https://coop-hokenyakkan.kyoeikasai.co.jp/kojinbai.
html

（１）保障内容
国内外において、以下の事由により被保険者が法律上の
損害賠償責任を負う場合に保険金をお支払いします。
①�日常生活の偶然な事故により他人にケガをさせたり他

https://www.kyoeikasai.co.jp/contents/privacy.html
https://coop-hokenyakkan.kyoeikasai.co.jp/kojinbai.html
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人の物を壊したりした場合
②�被保険者が居住する住宅の所有、使用または管理に関
わる偶然な事故により、他人にケガをさせたり他人の
物を壊したりした場合
③�借りた物やレンタル品（以下「受託物」といいます。）
を壊したり盗まれたりした場合（国内で受託した物の
み）
④�電車等を運行不能にさせた場合（国内で発生したもの
のみ）

（２）被保険者（保障の対象となる方）の範囲
①�本人（記名被保険者）…個人賠償責任保険にご加入さ
れた共済契約者が記名被保険者となります。
②�本人（記名被保険者）の配偶者
③�本人（記名被保険者）またはその配偶者の同居の親族
④�本人（記名被保険者）またはその配偶者の別居の未婚� �
（注１）の子
⑤�本人（記名被保険者）が未成年者または責任無能力者
である場合は、記名被保険者の親権者、その他の法定
の監督義務者および監督義務者に代わって記名被保険
者を監督する者（注２）。ただし、記名被保険者に関す
る前段に記載の事故による損害に限ります。
⑥�②～④のいずれかに該当する者が責任無能力者である
場合は、その者の親権者、その他の法定の監督義務者
および監督義務者に代わって責任無能力者を監督する
者（注３）。ただし、その責任無能力者に関する前段に
記載の事故による損害に限ります。

（注１）�これまでに婚姻歴がないことをいいます。
（注２）�監督義務者に代わって記名被保険者を監督する者

は記名被保険者の親族に限ります。
（注３）�監督義務者に代わって責任無能力者を監督する者

は責任無能力者の親族に限ります。
※�一世帯ひとつのご加入で上記被保険者が保障対象にな
ります。なお、被保険者の範囲に含まれる家族（上記
②～④）は、事故が発生した時点における本人（上記①）
との関係により都度判定されます。
※�配偶者には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関
係と同様の事情にある者および戸籍上の性別が同一で
あるが婚姻関係と異ならない程度の実質を備える状態
にある者を含みます。
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（３）お支払いする保険金
①�損害賠償金
　ア．�他人の身体に障害を与えた場合：事故の状況、程

度等により、治療費・慰謝料等をお支払いします。
　イ．�他人の財物を滅失、損傷、汚損、電車等を運行不

能とした場合：事故直前の状態に復旧するのに必
要な修理費（時価を限度とします。修理不能の場
合も同様とします。）、振替輸送費等をお支払いし
ます。

　ウ．�受託物を滅失、損傷、汚損した場合または盗取さ
れた場合：事故直前の状態に復旧するのに必要な
修理費（時価を限度とします。修理不能の場合も
同様とします。）

②�費用損害（ア . とウ . については、あらかじめ保険会社
の承認が必要です。）
　ア．�争訟費用：訴訟、仲裁、和解等に要した費用（弁

護士報酬等も含みます。）
　イ．�応急手当等費用：被害者の応急手当、護送、診療、

治療、看護その他緊急措置に要した費用
　ウ．�損害防止費用：事故発生後に講じた損害の発生ま

たは拡大の防止に要した必要または有益と認めら
れる費用

　エ．�保険会社への協力費用：保険会社による損害賠償
請求の解決に被保険者が協力するに際して支出し
た費用など

　オ．�示談交渉費用：保険会社による同意を得て支出し
た示談交渉に要した費用

③�臨時費用
　ア．�被害者が死亡したときは、１回の事故・被害者１

名につき 10万円限度
　イ．�被害者が病院または診療所に 20日以上入院した

ときは、１回の事故・被害者１名につき２万円限
度

　※�①の保険金には判決により支払を命ぜられた訴訟費
用または判決日までの遅延損害金を含みます。被保
険者が被害者へ損害賠償金を支払うことによって、
取得するものがあるときは、その価額を差し引いた
額とします。

　※�①の保険金請求権については被害者に先取特権があ
ります。被害者に①の保険金が支払われた場合、②
イ . および②ウ . にてお支払いする金額は、支払限度
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額から被害者に支払われた保険金を差し引いた額を
上限にお支払いします。

◎賠償事故についてのご注意
ア．�示談および賠償金については、あらかじめ保険会社
にご相談ください。事前に相談をいただけない場合
は、賠償金の一部または全額をお支払いできない場
合がありますので、ご注意ください。

イ．�加害者が複数の場合は共同責任となります。（例：子
どもが友達２人（合計３人）とサッカーをしていて、
子どもが蹴ったボールが他人の家のガラスを割った
場合、保険金は賠償額の1/3となる場合があります。）

ウ．�相手方にも過失がある場合には、相手方も過失割合
に応じた責任を負いますので、相手方の過失分を差
し引いた額をお支払いします。

エ．�自動車、バイク等による事故については、お支払い
の対象となりません。

オ．�財物に対しての賠償責任を負った場合、それが修理
可能な場合は ｢時価額｣ を上限とした修理代金、修
理不可能な場合は ｢時価額｣ をお支払いします。

※�「時価額」とは、事故発生時点におけるその物の価額
をいい、一般に減価償却等を勘案した金額をいいます。

◎�他の保険契約等がある場合において、それぞれの支払責
任額（注）の合計額が損害の額を超えるときは、共栄火
災は、次の①・②に掲げる額のいずれかを保険金として
お支払いします。
①�他の保険契約等から保険金または共済金が支払われて
いない場合 ･･･ この保険契約の支払責任額（注）
②�他の保険契約等から保険金または共済金が支払われた
場合 ･･･ 次の算式によって算出した額。（ただし、この
保険契約の支払責任額（注）を限度とします。）

保険金の額 = 損害の額 −
他の保険契約等から支
払われた保険金または
共済金の合計額

（注）�支払責任額とは、他の保険契約等がないものとして
算出した支払うべき保険金または共済金の額をいい
ます。

�また、上記の損害の額は、それぞれの保険契約または共
済契約に免責金額（自己負担額）の適用がある場合には、
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そのうち最も低い免責金額（自己負担額）を差し引いた
額とします。
※�個人賠償責任保険を複数契約した場合、支払限度額は
２倍、３倍に増えますが、保険金は二重、三重に支払
われず、実際の損害額以上にお支払いすることはあり
ません。また、複数契約のうち一部の契約を解約する
場合、すでに経過した期間の保険料は返還できません。
※�他の個人賠償責任補償にご加入されている場合には、
事故の報告または保険金請求の際に、その内容（付保
している保険会社、証券番号等）をご申告いただきます。

（４）保険金をお支払いできない主な場合
次の賠償責任によって被保険者が被る損害には保険金を
お支払いできません。
①�被保険者の故意によって生じた賠償責任
②�被保険者と同居する親族に対する賠償責任
③�被保険者の使用人が、被保険者の業務に従事中に被っ
た身体の障害に起因する賠償責任
④�戦争、変乱、暴動、騒擾

じょう

等に起因する賠償責任
⑤�地震、噴火、洪水、津波等の天災に起因する賠償責任
⑥�被保険者の職務遂行上の事故（ゴルフの競技または指
導を職業としていない場合、職務としてのゴルフは保
障対象となります。）に起因する賠償責任
⑦�被保険者の職務上使用する動産または不動産の所有、
使用、管理に起因する賠償責任
⑧�被保険者の心神喪失に起因する賠償責任
⑨�被保険者のまたは被保険者の指図による暴行・殴打に
起因する賠償責任
⑩�自動車等の車両（原動力が専

もっぱ

ら人力であるものおよび
ゴルフ場構内におけるゴルフカートを除きます。）、航
空機、船舶、銃器（空気銃を除きます。）の所有、使用
または管理に起因する賠償責任� など

※�被保険者がクラブ活動等でスポーツ中に同時に参加し
ている他人にケガをさせた場合は、支払対象外となる
場合があります。これは一般的にスポーツに参加する
人はケガをする危険性を承知しているものとして、同
時に参加している他人に対して賠償請求できない（賠
償責任がない）場合があるためです。
また、受託物に対する損害について、以下の場合には保
険金をお支払いできません。
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①�被保険者の闘争行為、自殺行為または犯罪行為に起因
する損害
②�差押え、徴発、没収、破壊等国または公共団体の公権
力の行使に起因する損害
③�受託物に生じた自然発火または自然爆発に起因する損
害
④�受託物の自然の消耗または性質による蒸れ、かび、腐敗、
変色、さび、汗ぬれその他これらに類似の事由に起因
する損害
⑤�受託物のねずみ食い、虫食いその他これらに類似の事
由に起因する損害
⑥�受託物が有する機能の喪失または低下を伴わないすり
傷、かき傷、塗料の剥がれ落ち、落書き、ゆがみ、た
わみ、へこみその他単なる外観上の損壊または汚損が
生じたことに起因する損害
⑦�偶然な外来の事故に直接起因しない受託物の電気的事
故または機械的事故に起因する損害
⑧�屋根、扉、窓、通風筒等から入る雨、雪または雹

ひょう

によ
る受託物の損壊
⑨�受託物の置き忘れまたは紛失に起因する損害（置き忘
れまたは紛失後の盗難を含みます。）
⑩�詐欺または横領に起因する損害
⑪�受託物のうち、電球、ブラウン管等の管球類のみの損
壊に起因する損害
⑫�受託物のうち、楽器について次のア . ～ウ . のいずれか
の事由が生じたことに起因する損害
　ア．�弦のみまたはピアノ線のみの切断
　イ．�打楽器の打皮のみの損壊
　ウ．�楽器の音色または音質の変化
⑬�受託物が委託者に返還された後に発見された受託物の
損壊に起因する損害
⑭�直接であると間接であるとを問わず、被保険者がその
受託物を使用不能にしたことに起因する損害（収益減
少に基づく損害を含みます。）
⑮�受託物について、通常必要とされる取扱い上の注意に
著しく反したことまたは本来の用途以外に受託物を使
用したことに起因する損害

＜受託物の保障についてのご注意＞
●�日本国内において他人から受託した物が対象となります。
●�次の受託物について生じた損害は保険金のお支払いの対
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象外となります。
①�通貨、預金証書、貯金証書、預金通帳、貯金通帳、株券、
手形その他の有価証券、印紙、切手、プリペイドカード、
電子マネー、商品券、稿本、設計書、図案、証書、帳
簿その他これらに準ずる物
②�貴金属、宝石、書画、骨董

とう

、彫刻、美術品その他これ
らに準ずる物
③�自動車（被牽引車を含みます。）、原動機付自転車、船
舶（ヨット、モーターボートおよびボートを含みます。）、
航空機、雪上オートバイ、ゴーカートおよびこれらの
付属品
④�法令により被保険者の所有または所持が禁止されてい
る物
⑤�ハンググライダー、パラグライダー、サーフボード、ウィ
ンドサーフィン、ラジコン模型、ドローンおよびこれ
らの付属品
⑥�動物、植物等の生物
⑦�不動産
⑧�門、塀もしくは垣または物置、車庫その他の付属建物
⑨�移動電話等の携帯式通信機器、ノートパソコン等の携
帯式電子事務機器およびこれらの付属品
⑩�義歯、義肢、コンタクトレンズ、眼鏡その他これらに
類する物
⑪�クレジットカード、ローンカードその他これらに類す
る物
⑫�業務を行うものがその業務に関連して預託を受けてい
る物
⑬�鉄道、船舶、航空機の乗車船券、航空券（定期券を除
きます。）、宿泊券、観光券または旅行券
⑭�データ、ソフトウエアまたはプログラム等の無体物
⑮�受託した場所および時における価額が１個または１組
で 100万円を超える物

（５）保障開始日および保険期間
この保険は、コープ共済連を保険契約者とする団体保険
契約ですが、この団体保険契約の保険期間は 9月 1日～
13か月です。
ただし、個々の加入者の保障開始日は、初回保険料振替
日の翌日となり保障終了日は翌９月 30日となります。以
降は１年ごとの自動継続となります。
※�この保険を追加している CO･OP 共済の契約が終了と
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なった場合の取扱いは下記のとおりです。
①�個人賠償責任保険に加入できるコースの契約が同じ共
済契約者で他にある場合、保障は継続されます。
②�個人賠償責任保険に加入できるコースの契約が同一世
帯内で他にある場合、個人賠償責任保険の加入者を変
更することで保障を継続することができます。詳しく
は、コープ共済センターへお問い合わせください。
③�上記以外の場合、個人賠償責任保険の保障は終了しま
す。終了日は、CO･OP 共済の契約の終了日が属する
月の末日となります。

（６）引受条件
①保険金額
　１事故あたりの支払限度額は、１契約につき３億円です。
②共同保険
　�この保険は、引受幹事保険会社を共栄火災海上保険（株）
とし、複数の保険会社が引受を行う共同保険です。取
扱代理店は（株）アイアンドアイサービスとなります。
各引受保険会社はそれぞれの引受割合に応じ、連帯す
ることなく単独別個に保険契約上の責任を負います。
また、幹事保険会社が他の引受保険会社の代理・代行
を行います。引受保険会社および引受割合はコープ共
済連のホームページでご確認ください。
　�なお、引受保険会社および引受割合は、団体保険契約
の更新時に変更になる場合があります。
　�コープ共済連のホームページ
　https://coopkyosai.coop/

（７）引受保険会社破綻時等の取扱い
この保険の保障責任については、各引受保険会社は連帯
することなく、その引受割合に応じて単独別個に責任を負
います。いずれかの引受保険会社の経営が破綻した場合等
には、その会社が引受ける分の保険金の支払いを一定期間
凍結したり、金額を削減することがあります。
なお、引受保険会社の経営が破綻した場合には、この保
険は「損害保険契約者保護機構」の保障対象となり、その
引受保険会社の保険金の 80%（ただし、破綻時から３か月
間が経過するまでに発生した事故による保険金は 100%）
まで保障されます。

https://coopkyosai.coop/
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２．保険料および払込方法、払込猶予期間
保険料は、月払いのみで１か月あたり 160円です。保険料
の払込猶予期間は、CO･OP共済の契約の掛金と同様です。
※�上記の月額保険料（160 円）は、加入者数による割引が
適用されています。実際の加入者数が割引適用の条件を
満たさない場合は、月額保険料が変更になります。また、
加入者全体での保険金支払の実績によっても、今後の月
額保険料が変更される場合があります。なお、月額保険
料の変更がある場合は、あらためてご案内いたします。

３．保険契約の無効・取消し・失効
（１）�加入者が、保険金を不法に取得する目的または第三者

に保険金を不法に取得させる目的をもって契約に加入
された場合は、保険は無効となります。この場合は、
保険料は返還しません。

（２）�加入者、被保険者または保険金を受け取るべき方の詐
欺または強迫によって保険に加入された場合は、保険
の取消しをさせていただきます。この場合は、保険料
は返還しません。

（３）�ご加入後に記名被保険者が死亡された場合は、保険は
失効となります。

４．重大事由による保険契約の解除
ご加入後に次の事由が生じた場合には、保険を解除するこ
とがあります。また、その場合、保険金もお支払いできません。
①�加入者、被保険者または保険金を受け取るべき方が保険
会社に保険金を支払わせることを目的として損害または
ケガを生じさせたことまたは生じさせようとしたこと
②�保険金の請求に関し、被保険者または保険金を受け取る
べき方に詐欺行為があったことまたは詐欺行為を行おう
としたこと
③�加入者、被保険者または保険金を受け取るべき方が、暴
力団関係者、その他の反社会的勢力に該当すると認めら
れること
④�上記①～③のほか、加入者、被保険者または保険金を受
け取るべき方が、保険契約の存続を困難とする上記と同
等の重大な事由を生じさせたこと

５．保障の重複
保障内容が同様の保険契約（異なる保険種類の特約を含み
ます。）が他にある場合、保障が重複することがあります。保
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障内容の差異や保険金額、ご契約の要否をご確認ください。

＜保障が重複する可能性のある主なご契約＞

保障の重複が生じる他の保険契約
傷害保険、火災保険などに付帯される個人賠償責任補償
特約、日常生活賠償責任補償特約

※本契約は、個人賠償責任保険になります。

６．賠償責任保険金の請求
（１）事故の発生

①�事故発生時には、すみやかにコープ共済センターにご
連絡ください。
②�被保険者は事故の発生を予防する措置を求められます。
共栄火災は予防措置を調査したり、不備の改善を求め
ることがあります。
③�被保険者は事故の発生に際し、次のことを行わなけれ
ばなりません。正当な理由がなくこれらの義務に違反
すると、それによって共栄火災が被った損害の額を差
し引いて保険金をお支払いする場合があります。
　ア．�事故の状況について、コープ共済連を通じて共栄

火災に連絡すること
　イ．�共栄火災が特に求める書類があるときは、それを

提出すること
　　※ �CO･OP共済の契約の請求書類とは異なります。
　ウ．�損害賠償責任を承認するとき、または訴訟に関す

る費用や損害の防止に要する費用を支払うときは、
あらかじめ共栄火災の承認を得ること

　エ．�他人から損害賠償を受けることができる場合には、
必要な手続きをとること

　オ．�損害の発生および拡大の防止をするために必要な
手段を講ずること

　カ．�損害賠償責任に関する訴訟を提起しようとすると
き、または提起されたときは、すみやかに共栄火
災に通知すること

　キ．�受託物が盗取された場合は、直ちに警察署へ届け
出ること（保険金請求時には所轄警察署の証明書
等が必要になります。）

（２）先
さき

取
どり

特
とっ

権
けん

賠償責任にかかる事故が発生した場合、被害者は、賠償
責任に対する保険金（費用保険金は除きます。）について、



12

他の債権者に優先して弁済を受けることのできる権利（先
取特権）を有します。被保険者への保険金のお支払いは、
被保険者が被害者に対してその損害を賠償した場合、また
は被害者が承諾した場合に限られます。

（３）保険金の請求
保険金の請求権は、その発生の翌日から起算して３年間
を経過した場合、時効により消滅します。

（４）保険会社による解決
共栄火災は、被保険者に代わって損害賠償請求の解決に
あたることがあります。その場合、被保険者は共栄火災に
協力しなければなりません。

（５）代位
保険金を支払った損害について、被保険者が他人から賠
償を受けることができる場合は、その権利を共栄火災が代
位取得します。被保険者は、保険金を領収したときは、共
栄火災の代位権行使のために必要な書類を提出しなければ
なりません。

７．示談交渉サービスについて
日本国内における賠償事故の場合に、賠償事故解決のため
に保険会社がお手伝いする内容（示談交渉サービス）は次の
とおりです。
（１）�保険会社は被保険者と相手方との示談交渉の進め方や

その内容についての相談、示談書の作成について援助
等の示談交渉のお手伝いをします。

（２）�相手方および被保険者の同意が得られれば、保険会社
が被保険者のために示談交渉を引受けます。ただし、
被保険者が正当な理由なく保険会社への協力を拒んだ
場合や、１回の事故について被保険者が負担する損害
賠償金の総額が保険金の支払限度額を明らかに超える
場合には、保険会社は相手方との示談交渉はできませ
ん。

なお、日本国外の裁判所に訴訟が提起された場合には、示
談交渉サービスは行えませんのでご注意ください。

８．その他のご注意
（１）�この保険には、解

かい

約
やく

返
へん

戻
れい

金
きん

、満
まん

期
き

返
へん

戻
れい

金
きん

、契約者配当
金はありません。
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（２）�この保険の保険料は、損害保険料控除の対象にはなり
ません。

（３）�この保険には、クーリングオフ制度はありません。た
だし、CO･OP共済の契約の申込みが撤回された場合
は、この保険の申込みも無効となります。

（４）�住所変更時には、コープ共済センターまでご連絡くだ
さい。

９．海外総合サポートデスク
旅行中等海外で他人にケガをさせてしまったり、他人の物
を壊してしまった場合は、日本語サービスセンターへご連絡
ください。事故対応について必要な手続きをご案内します。
日本語サービスセンターでは、24時間、日本語で電話を受
付けています。
（81）-3-3572-8664
※（　 ）内は日本の国番号です。

10．個人賠償責任保険に関するお問い合わせ
各種お問い合わせにつきましては、コープ共済センターま
たはCO･OP共済「ご意見・ご要望」の窓口にお問い合わせ
ください。
お手数ですが、お電話番号は、加入者証またはCO･OP 共
済ホームページでご確認ください。
※「指定紛争解決機関」について
�　共栄火災は、保険業法に基づく金融庁長官の指定を受
けた指定紛争解決機関である一般社団法人�日本損害保険
協会と手続実施基本契約を締結しています。共栄火災と
の間で問題を解決できない場合には、一般社団法人�日本
損害保険協会にご相談いただくか、解決の申し立てを行
うことができます。

一般社団法人　日本損害保険協会　そんぽADRセンター
　0570-022-808（ナビダイヤル─通話料有料）
受付時間：平日　午前 9：15～午後 5：00
�詳しくは、一般社団法人　日本損害保険協会のホームペー
ジをご覧ください。� �
https://www.sonpo.or.jp/

https://www.sonpo.or.jp/
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11．Ｑ＆Ａ

Q1． 一人暮らしをすることになる子どもまたは配偶者が
起こした事故も保障されますか。別途加入する必要
はありませんか？

A1． 配偶者や未婚の子は別居していても保障の対象とな
りますので、別途加入する必要はありません。結婚
歴のある別居の子は保障の対象外となりますので、
別途加入する必要があります。

Q2． 自治体と学校から、自転車保険に加入しているか聞
かれていますが、新たに自転車保険に加入する必要
はありますか？

A2． 自転車保険（自転車損害賠償責任保険という言い方
をする場合もあります）は個人賠償責任保険等のこ
とを指しますので、この保険に加入していれば別途
自転車保険に加入する必要はありません。

Q3． 通勤中の自転車事故は保障されますか？
A3． 保障の対象となります。
Q4． フードデリバリーサービスでの配達中に自転車事故

を起こしてしまいました。保障されますか？
A4． お仕事中の事故になりますので、保障の対象外です。
Q5． 公道走行可能な電動キックボードで事故を起こした

場合、保障されますか？
A5． 自動車やバイクと同じ取扱いになりますので、保障

の対象外です。
Q6． 借家の退去時、不動産会社から請求された場合も保

障の対象となりますか？
A6． この保険では借用不動産は保障の対象外です。火災

保険や借家人賠償責任保険への加入を検討してくだ
さい。

Q7． 自分の物が壊れてしまった場合でも対象になります
か？

A7． この保険は他人にケガを負わせたり、他人の物を壊
したりした場合などに生じる法律上の損害賠償責任
を保障する保険です。自分の物を壊しても損害賠償
責任は発生しませんので、保障の対象外です。

Q8． 海外で起こした事故でも保障されますか？また、海
外でも示談交渉してくれるのですか？
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A8． 海外で起こした事故は保障の対象ですが、示談交渉
サービスは行えません。また、海外で受託した物に
関する事故、海外で電車等を運行不能とした事故は
保障の対象外です。

Q9． 海外でショッピング中に品物を落として壊してしま
いましたが、保障されますか？

A9． 保障の対象となります。すぐに保険会社の海外総合
サポートデスク（（81）-３-3572-8664）に電話
して事情を報告し、アドバイスを受けてください。

Q10．自宅の屋根に積もった雪が落下し、隣家の車にキズ
がついた場合は保障されますか？

A10．一般的には、自宅の持ち主に賠償責任が発生します
ので、この保険の保障対象となります。

Q11．夏休み期間に会社のインターンシップに参加するこ
とになりましたが、そこで事故を起こしてしまった
場合は保障の対象になりますか？

A11．インターンシップ中は受入先の企業に管理責任が生
じますので、一般的には学生に賠償責任は発生しま
せん。しかしながら、企業の指導を無視して行動し
ていた場合や、休憩時間に起こした事故の場合には
学生に賠償責任が発生することがあります。そのよ
うな場合にはこの保険の保障対象になることがあり
ます。

B23-0362-20240930（2023. ９改）

ご注意！
このご契約のしおりは、2023 年 9月以降の内容に基づき
記載しています（2023 年 9月 1日以前にご加入の方は、
2023 年 10 月以降このご契約のしおりの内容が適用とな
ります）。
過去のご契約のしおりを含め、以下のURL よりご確認い
ただけます。
https://coop-hokenyakkan.kyoeikasai .co.jp/
kojinbai.html

個人賠償責任保険は、全国の組合員の皆様が多数ご加入さ
れており、団体契約として健全な制度運営が求められてい
ます。万一、契約の更新が不適当と認められる場合、契約
の更新はできませんのでご了承ください。

https://coop-hokenyakkan.kyoeikasai.co.jp/kojinbai.html



